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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

第１四半期
連結累計期間

第20期
第１四半期
連結累計期間

第19期

会計期間
自　2020年１月１日
至　2020年３月31日

自　2021年１月１日
至　2021年３月31日

自　2020年１月１日
至　2020年12月31日

売上高 （千円） 11,439,181 12,527,741 47,202,957

経常利益 （千円） 508,529 529,612 2,063,881

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 346,215 379,594 1,080,885

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 346,134 379,594 1,080,832

純資産額 （千円） 6,003,482 6,418,704 6,411,083

総資産額 （千円） 11,858,929 13,376,927 13,402,747

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 19.66 21.52 61.32

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 50.6 48.0 47.8

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．１株当たり四半期（当期）純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式については、株式会社日本

カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。

４．第19期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりません。

第19期及び第20期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況の分析

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界規模で拡大した新型コロナウイルス感染症の影響が長期

化し、引き続き企業活動や人の移動において大きなマイナス影響を受けました。１月に11都府県を対象に発出され

た２度目の緊急事態宣言により、経済・社会活動の回復が鈍化し、国民生活に大きな影響を及ぼしました。

　このような経済状況のもと、当社グループは、2030年までに運用戸数250,000戸の突破と賃貸住宅業界の主要プ

レイヤーの一角としての地位の確立を目指しており、その実現に向け2021年からの５ヵ年を対象とする中期経営計

画「ＪＰＭＣ２０２５」を策定しました。「ＪＰＭＣ２０２５」では2025年に運用戸数160,000戸超を目標とし、

「コロナ禍における運用戸数の拡大」と「Back to normal における収益性改善」を基本戦略と定めております。

　当社グループの主要な事業は管理する物件を運用することにより収益が計上されるビジネスモデルとなってお

り、運用戸数の増加は収益基盤の拡大・安定につながります。また、滞納保証事業や保険事業、ブロードバンド事

業を行っており、これらは１戸当たりの収益性を高める付加価値向上を企図した商品・サービスとして展開してお

ります。運用戸数が増加するほど、収益性を高めることにより成長を加速させることが可能となるため、運用戸数

の増加を経営における最重要課題と位置付けております。

　当社グループが管理する物件を運用することで得られるストック収益を拡大することで、持続的かつ安定した成

長を実現するため、運用戸数の増加に重点をおいて全社一丸となって事業を推進しました。

 

ａ．財政状態

　当第１四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前期末比25百万円減少し13,376百万円となりました。こ

れは主に、現金及び預金が266百万円減少した一方、売掛金が97百万円、営業貸付金が110百万円増加したことによ

るものであります。

　負債につきましては、前期末比33百万円減少し6,958百万円となりました。これは主に、未払法人税等が222百万

円減少した一方、買掛金が161百万円増加したことによるものであります。

　純資産につきましては、前期末比７百万円増加し6,418百万円となりました。これは主に、親会社株主に帰属す

る四半期純利益により379百万円が増加した一方、配当金の支払いにより371百万円が減少したことによるものであ

ります。

 

ｂ．経営成績

　当第１四半期連結累計期間の売上高12,527百万円（前年同四半期比9.5％増）、営業利益529百万円（同4.0％

増）、経常利益529百万円（同4.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益379百万円（同9.6％増）となりまし

た。

　売上区分別の状況は、次のとおりであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より売上区分の名称を変更しております。従来「不動産収入」「不動産付帯事

業収入」として表示していたものを「プロパティマネジメント収入」「ＰＭ付帯事業収入（ＰＭはプロパティマネ

ジメントの略）」へと変更しております。

 

（プロパティマネジメント収入）

　プロパティマネジメント収入につきましては、新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり人の移動の制限による

空室リスクの高まりから一括借上に対するニーズが高まりました。そのような状況下、賃貸住宅オーナーへの一括

借上の提案が積極的に行われたことなどから、受注・受託は順調に推移しました。さらにプロパティマネジメント

事業の収益性の改善に取り組んでまいりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間におきまして、運用戸数は96,086戸（前期末比1,288戸増）となり、プロ

パティマネジメント収入は11,746百万円（前年同四半期比9.6％増）となりました。
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（ＰＭ付帯事業収入）

　ＰＭ付帯事業収入につきましては、滞納保証事業が順調に推移しました。

　この結果、ＰＭ付帯事業収入は612百万円（前年同四半期比4.1％増）となりました。

 

（その他の収入）

　その他の収入につきましては、リフォーム事業が順調に推移しました。

　この結果、その他の収入は168百万円（前年同四半期比29.5％増）となりました。

 

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 53,280,000

計 53,280,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2021年５月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,025,600 19,025,600
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であ

ります。なお、権利

内容に何ら限定のな

い当社における標準

となる株式であり、

単元株式数は100株

であります。

計 19,025,600 19,025,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2021年１月１日～

2021年３月31日
－ 19,025,600 － 465,803 － 365,757

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2020年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2021年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,312,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,700,200 177,002
権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式 12,900 － －

発行済株式総数  19,025,600 － －

総株主の議決権  － 177,002 －

（注）１.「完全議決権株式（その他）」の普通株式には「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、株式会社日本

カストディ銀行(信託E口)が所有している当社株式69,888株が含まれております。なお、株式会社日本カスト

ディ銀行(信託E口)が所有している当社株式は、四半期連結財務諸表において自己株式として表示しておりま

す。

２.「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式38株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本管理センター㈱

東京都千代田区丸の内三丁目

４－２
1,312,500 － 1,312,500 6.90

計 － 1,312,500 － 1,312,500 6.90

（注）１．上記のほか、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有

している当社株式69,888株を四半期連結財務諸表において自己株式として表示しております。

２．当社は、単元未満自己株式38株を保有しております。

３．当第１四半期会計期間末日現在の当社所有の自己株式数は1,312,538株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年１月１日から2021

年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

日本管理センター株式会社(E25870)

四半期報告書

 7/18



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,394,976 5,128,269

売掛金 506,925 604,149

販売用不動産 645,568 642,241

営業貸付金 2,321,276 2,431,463

その他 608,081 695,716

貸倒引当金 △107,777 △128,622

流動資産合計 9,369,052 9,373,218

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,718,297 2,742,015

減価償却累計額 △1,358,591 △1,373,328

建物（純額） 1,359,705 1,368,687

土地 1,715,464 1,715,464

その他 97,926 101,184

減価償却累計額 △37,692 △41,893

その他（純額） 60,233 59,291

有形固定資産合計 3,135,404 3,143,444

無形固定資産   

のれん 60,174 59,302

その他 51,130 59,082

無形固定資産合計 111,304 118,384

投資その他の資産   

繰延税金資産 381,659 354,723

その他 653,208 645,666

貸倒引当金 △247,881 △258,509

投資その他の資産合計 786,986 741,879

固定資産合計 4,033,695 4,003,708

資産合計 13,402,747 13,376,927
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 518,918 680,474

1年内返済予定の長期借入金 175,992 175,992

未払法人税等 374,198 151,691

賞与引当金 － 44,271

前受金 1,631,748 1,758,837

その他 576,219 485,608

流動負債合計 3,277,077 3,296,874

固定負債   

長期借入金 1,308,029 1,255,698

長期預り保証金 1,918,176 1,945,382

繰延税金負債 426,614 426,896

その他 61,767 33,371

固定負債合計 3,714,586 3,661,348

負債合計 6,991,664 6,958,223

純資産の部   

株主資本   

資本金 465,803 465,803

資本剰余金 365,757 365,757

利益剰余金 7,283,901 7,291,522

自己株式 △1,708,150 △1,708,150

株主資本合計 6,407,311 6,414,932

新株予約権 3,772 3,772

純資産合計 6,411,083 6,418,704

負債純資産合計 13,402,747 13,376,927
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2020年１月１日
　至　2020年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

売上高 11,439,181 12,527,741

売上原価 10,243,948 11,249,328

売上総利益 1,195,233 1,278,413

販売費及び一般管理費 686,034 749,084

営業利益 509,198 529,328

営業外収益   

受取利息 166 26

受取手数料 801 690

その他 1,989 574

営業外収益合計 2,958 1,291

営業外費用   

支払利息 525 882

その他 3,101 125

営業外費用合計 3,626 1,007

経常利益 508,529 529,612

税金等調整前四半期純利益 508,529 529,612

法人税、住民税及び事業税 145,599 122,798

法人税等調整額 16,714 27,218

法人税等合計 162,313 150,017

四半期純利益 346,215 379,594

親会社株主に帰属する四半期純利益 346,215 379,594
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2020年１月１日
　至　2020年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

四半期純利益 346,215 379,594

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △81 －

その他の包括利益合計 △81 －

四半期包括利益 346,134 379,594

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 346,134 379,594

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、2017年３月１日より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社

の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託(J-ESOP)」を導入しております。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を適用しております。

① 取引の概要

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を給

付する仕組みです。

　当社は従業員に対して一定の条件によりポイントの付与及び受給権を取得し、当該ポイント付与日から３年経

過した日を権利確定日として当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式に

ついては、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

② 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額は前連結会計年度90,504千円、当第１四半期連結会計期間

90,504千円であります。

　また、当該株式の期末株式数は、前連結会計年度69,888株、当第１四半期連結会計期間69,888株、期中平均株

式数は、前第１四半期連結累計期間69,938株、当第１四半期連結累計期間69,888株であり、１株当たり情報の算

出上、控除する自己株式に含めております。

 

（新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の拡大の影響による会計上の見

積り）に記載した仮定について重要な変更はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行とコミットメントライン契約を締結してお

ります。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2020年12月31日）
当第１四半期連結会計期間

(2021年３月31日)

コミットメントラインの総額 1,200,000千円 1,200,000千円

借入実行残高 － －

　差引額 1,200,000 1,200,000

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年３月31日）

減価償却費 20,625千円 25,784千円

のれんの償却額 872 872
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（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年２月25日

取締役会
普通株式 309,444 17.50 2019年12月31日 2020年３月30日 利益剰余金

（注）　2020年２月25日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、資

産管理サービス信託銀行株式会社(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,223千円が含まれておりま

す。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年２月24日

取締役会
普通株式 371,974 21.00 2020年12月31日 2021年３月29日 利益剰余金

（注）　2021年２月24日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、株

式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,467千円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、不動産賃貸管理事業及びその付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年３月31日）

１株当たり四半期純利益 19円66銭 21円52銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
346,215 379,594

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
346,215 379,594

普通株式の期中平均株式数（株） 17,608,334 17,643,174

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）１．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第１四半期連結累計期間

69,938株、当第１四半期連結累計期間69,888株であります。

２．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

EDINET提出書類

日本管理センター株式会社(E25870)

四半期報告書

14/18



２【その他】

　2021年２月24日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　 371,974千円

　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　21円00銭

　③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　2021年３月29日

（注）配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金

1,467千円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年５月７日

日本管理センター株式会社

取締役会　御中

 

東陽監査法人

東京事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 太　　田　　裕　　士　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 橋　　本　　健 太 郎　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本管理セン

ター株式会社の2021年１月１日から2021年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年１月１日から

2021年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本管理センター株式会社及び連結子会社の2021年３月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結

論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四

半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。
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・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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